第２２回大阪府新公会計制度アドバイザリー会議　議事要旨
日　時：平成２３年１２月６日（火）１０時００分から１２時２０分
場　所：府庁別館８階　共用会議室
出席者：新公会計制度アドバイザー（小幡寛子氏、武田宗久氏）

　　　　清水涼子監査委員
会計局長ほか、新公会計制度グループ員６名、財産活用課２名
◎アドバイザーの主な意見

【財務諸表作成基準・各種要領の改正について】

· 不納欠損引当金及び貸倒引当金については、原則として、未収金や貸付金の実態に応じて個別に算定し、算定が困難なものは過去３年間の実積率で算定すべきである。また、同一債務者に対する債権の評価は原則として整合的であるべきである。

· 本府から団体に対する貸付金で、貸付先団体が当該貸付金を原資に多数の個人に貸付を行う制度（再貸付制度）における貸倒引当金は、貸付の性質に応じて実積率等を用いて算定すべきである。

· 債権分類等貸付引当金の情報の取扱いについて、連結対象法人に係る内容は開示すべきであるが、それ以外の貸付金については慎重に取り扱うべきと考える。

【減損会計について】

· 減損の兆候に係る事象のうち、当該資産の業務改善環境が著しく悪化した場合、その悪化について「概ね計画の５０％」とあるが、その数値をどのように判断するのか明確にしておくことが必要である。

· 現在議論している減損処理については、一般会計等、キャッシュ・フローを生まない行政目的を想定しており、公営企業会計を考慮していないものとなっていることを理解いただきたい。

【建設仮勘定取扱要領について】

· 過年度分を修正すべき処理について、当該年度中の支出で相殺（仕訳）する方法には、実務面で適正に処理されるかどうか疑問があるので、その処理方法を整理いただきたい。
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